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(57)【要約】
【課題】トラブル発生時における軌道部材の損傷を抑制
しつつ、転動体の軽量化および耐焼付性の向上を達成す
ることが可能な工作機械用転がり軸受を提供する。
【解決手段】工作機械の主軸を、当該主軸に対向するよ
うに配置されるハウジングに対して回転自在に支持する
アンギュラ玉軸受１を構成する玉１３は、Ｓｉ６－ＺＡ
ｌＺＯＺＮ８－Ｚの組成式で表され、０．１≦ｚ≦３．
５を満たすβサイアロンを主成分とし、残部不純物から
なる焼結体から構成され、ヤング率が１８０ＧＰａ以上
２７０ＧＰａ以下となっている。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　工作機械の主軸を、前記主軸に対向するように配置される部材に対して回転自在に支持
する工作機械用転がり軸受であって、
　軌道部材と、
　前記軌道部材に接触し、円環状の軌道上に配置される転動体とを備え、
　前記転動体は、窒化珪素からなる場合に比べて前記軌道部材に対する衝撃を抑制するこ
とが可能なセラミックスからなっている、工作機械用転がり軸受。
【請求項２】
　前記転動体は、βサイアロンを主成分とし、残部不純物からなる焼結体から構成される
、請求項１に記載の工作機械用転がり軸受。
【請求項３】
　前記転動体は、βサイアロンを主成分とし、残部焼結助剤および不純物からなる焼結体
から構成される、請求項１に記載の工作機械用転がり軸受。
【請求項４】
　前記βサイアロンは、Ｓｉ６－ＺＡｌＺＯＺＮ８－Ｚの組成式で表され、０．１≦ｚ≦
３．５を満たす、請求項２または３に記載の工作機械用転がり軸受。
【請求項５】
　前記βサイアロンは、Ｓｉ６－ＺＡｌＺＯＺＮ８－Ｚの組成式で表され、０．５≦ｚ≦
３．０を満たす、請求項２または３に記載の工作機械用転がり軸受。
【請求項６】
　前記転動体のヤング率は１８０ＧＰａ以上２７０ＧＰａ以下である、請求項１～５のい
ずれか１項に記載の工作機械用転がり軸受。
【請求項７】
　前記転動体のヤング率は２２０ＧＰａ以上２６０ＧＰａ以下である、請求項１～５のい
ずれか１項に記載の工作機械用転がり軸受。
【請求項８】
　前記軌道部材は鋼からなり、
　前記軌道部材の表面硬度はＨＶ６８０以上となっている、請求項１～７のいずれか１項
に記載の工作機械用転がり軸受。
【請求項９】
　前記転動体は、前記軌道部材と接触する面である転走面を含む領域に、内部よりも緻密
性の高い層である緻密層を有している、請求項１～８のいずれか１項に記載の工作機械用
転がり軸受。
【請求項１０】
　前記緻密層の断面を光学顕微鏡の斜光にて観察した場合、白色の領域として観察される
白色領域の面積率は７％以下である、請求項９に記載の工作機械用転がり軸受。
【請求項１１】
　前記緻密層の表面を含む領域には、前記緻密層内の他の領域よりもさらに緻密性の高い
層である高緻密層が形成されている、請求項９または１０に記載の工作機械用転がり軸受
。
【請求項１２】
　前記高緻密層の断面を光学顕微鏡の斜光にて観察した場合、白色の領域として観察され
る白色領域の面積率は３．５％以下である、請求項１１に記載の工作機械用転がり軸受。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、工作機械用転がり軸受に関し、より特定的には、βサイアロンを主成分とす
る焼結体からなる構成部品を備えた工作機械用転がり軸受に関するものである。
【背景技術】
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【０００２】
　一般に工作機械は、先端部分に工具を取り付け可能とした主軸を、ビルトインモータな
どの駆動装置により回転させる構成を有している。ここで、当該主軸は、主軸の外周面に
対向するように配置されたハウジングなどの部材に対して転がり軸受により回転自在に保
持される場合がある。そして、この主軸を支持する転がり軸受である工作機械用転がり軸
受としては、アンギュラ玉軸受や円筒ころ軸受が採用される（たとえば特許文献１参照）
。
【０００３】
　ここで、近年の工作機械の性能向上に伴い、工作機械用転がり軸受においては、転動体
の軽量化および耐焼付性の向上などが求められている。これに対し、工作機械用転がり軸
受の転動体として、窒化珪素製の転動体が採用される場合がある。窒化珪素は、転動体の
素材として一般的に採用される鋼に比べて比重が小さいため、転動体の軽量化に寄与する
ことができる。また、窒化珪素を転動体の素材として採用することにより、鋼からなる軌
道輪などの軌道部材と、玉、ころなどの転動体とが異種材料となるとともに転動体の耐摩
耗性が向上するため、耐焼付性も向上する。したがって、工作機械用転がり軸受の転動体
の素材として窒化珪素を採用することにより、上述の転動体の軽量化および耐焼付性の向
上を達成することができる。
【特許文献１】特開２００２－１１５０３０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　一方、工作機械においては、被加工物と主軸とが衝突するなどのトラブルが発生する場
合がある。このような場合、工作機械用転がり軸受には衝撃的な負荷が作用する。ここで
、窒化珪素は、鋼に比べてヤング率が大きく、弾性変形しにくいという特徴がある。その
ため、鋼製の転動体に比べて、窒化珪素製の転動体と軌道部材との接触面積は小さくなり
、接触面圧が大きくなる傾向にある。そのため、工作機械用転がり軸受の転動体として窒
化珪素製の転動体が採用されている場合、上述のようなトラブルが発生すると、軌道部材
に圧痕などの損傷が発生しやすくなる。軌道部材に圧痕などの損傷が発生した場合、異音
や早期焼付きなどの原因となる。つまり、工作機械用転がり軸受の転動体として窒化珪素
製の転動体を採用した場合、上述のようなトラブルが発生した場合の軌道部材の損傷が大
きくなるという問題があった。
【０００５】
　そこで、本発明の目的は、トラブル発生時における軌道部材の損傷を抑制しつつ、転動
体の軽量化および耐焼付性の向上を達成することが可能な工作機械用転がり軸受を提供す
ることである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に従った工作機械用転がり軸受は、工作機械の主軸を、当該主軸に対向するよう
に配置される部材に対して回転自在に支持する工作機械用転がり軸受である。この工作機
械用転がり軸受は、軌道部材と、軌道部材に接触し、円環状の軌道上に配置される転動体
とを備えている。そして、転動体は、窒化珪素からなる場合に比べて軌道部材に対する衝
撃を抑制することが可能なセラミックスからなっている。より具体的には、たとえば転動
体は、窒化珪素からなる場合に比べてヤング率が小さくなるセラミックスからなっている
。
【０００７】
　本発明の工作機械用転がり軸受によれば、衝撃が作用した場合でも軌道部材における損
傷が抑制されるため、トラブル発生時における軌道部材の損傷を抑制しつつ、転動体の軽
量化および耐焼付性の向上を達成することが可能な工作機械用転がり軸受を提供すること
ができる。
【０００８】
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　本発明の一の局面における工作機械用転がり軸受は、工作機械の主軸を、主軸に対向す
るように配置される部材に対して回転自在に支持する工作機械用転がり軸受である。この
工作機械用転がり軸受は、軌道部材と、軌道部材に接触し、円環状の軌道上に配置される
転動体とを備えている。そして、転動体は、βサイアロンを主成分とし、残部不純物から
なる焼結体から構成される。
【０００９】
　本発明の他の局面における工作機械用転がり軸受は、工作機械の主軸を、主軸に対向す
るように配置される部材に対して回転自在に支持する工作機械用転がり軸受である。この
工作機械用転がり軸受は、軌道部材と、軌道部材に接触し、円環状の軌道上に配置される
転動体とを備えている。そして、転動体は、βサイアロンを主成分とし、残部焼結助剤お
よび不純物からなる焼結体から構成される。
【００１０】
　本発明の一の局面における工作機械用転がり軸受においては、転動体にセラミックスで
あるβサイアロン焼結体（βサイアロンを主成分とする焼結体）が採用されている。その
ため、転動体の軽量化および耐焼付性の向上が達成される。さらに、βサイアロン焼結体
は、窒化珪素（Ｓｉ３Ｎ４）やアルミナ（Ａｌ２Ｏ３）などの一般的なセラミックスから
なる焼結体に比べてヤング率が小さい。そのため、ヤング率が高いことに起因したトラブ
ル発生時における軌道部材の損傷を抑制することができる。以上のように、本発明の一の
局面における工作機械用転がり軸受によれば、トラブル発生時における軌道部材の損傷を
抑制しつつ、転動体の軽量化および耐焼付性の向上を達成することが可能な工作機械用転
がり軸受を提供することができる。
【００１１】
　また、本発明の他の局面における工作機械用転がり軸受は、基本的には上記本発明の一
の局面における工作機械用転がり軸受と同様の構成を有し、同様の作用効果を奏する。し
かし、本発明の他の局面における工作機械用転がり軸受では、焼結体が焼結助剤を含む点
で上記本発明の一の局面における工作機械用転がり軸受とは異なっている。本発明の他の
局面における工作機械用転がり軸受によれば、焼結助剤の採用により、焼結体の気孔率を
低下させやすくなり、十分な耐久性を安定して確保することが可能な工作機械用転がり軸
受を容易に提供することができる。
【００１２】
　なお、焼結助剤としては、マグネシウム（Ｍｇ）、アルミニウム（Ａｌ）、珪素（Ｓｉ
）、チタン（Ｔｉ）、希土類元素の酸化物、窒化物、酸窒化物のうち少なくとも一種類以
上を採用することができる。また、上記本発明の一の局面における工作機械用転がり軸受
と同等の作用効果を奏するためには、焼結助剤は、焼結体のうち２０質量％以下とするこ
とが望ましい。
【００１３】
　上記工作機械用転がり軸受において好ましくは、上記βサイアロンは、Ｓｉ６－ＺＡｌ

ＺＯＺＮ８－Ｚの組成式で表され、０．１≦ｚ≦３．５を満たす。
【００１４】
　本発明者は、βサイアロン焼結体からなる転動体の転動疲労寿命とβサイアロンの組成
との関係を詳細に調査した。その結果、以下の知見が得られた。βサイアロンは、燃焼合
成を含む製造工程を採用することにより、上記ｚの値（以下、ｚ値という）が０．１以上
となる種々の組成を有するものを安価に製造することができる。そして、一般に転動疲労
寿命に大きな影響を与える硬度は、製造の容易なｚ値４．０以下の範囲において、ほとん
ど変化しない。しかしながら、βサイアロン焼結体からなる転動体の転動疲労寿命とｚ値
との関係を詳細に調査したところ、ｚ値が３．５を超えると転動体の転動疲労寿命が低下
することが分かった。
【００１５】
　より具体的には、ｚ値が０．１以上３．５以下の範囲においては、転動疲労寿命はほぼ
同等で、転がり軸受の運転時間が所定時間を超えると、転動体の表面に剥離が発生して破
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損する。これに対し、ｚ値が３．５を超えると転動体が摩耗しやすくなり、これに起因し
て転動疲労寿命が低下する。つまり、ｚ値が３．５となる組成を境界として、βサイアロ
ンからなる転動体の破損モードが変化し、ｚ値が３．５を超えると転動疲労寿命が低下す
るという現象が明らかとなった。したがって、βサイアロン焼結体からなる転動体におい
て、安定して十分な寿命を確保するためには、ｚ値を３．５以下とすることが好ましい。
以上のように、上記βサイアロンを０．１≦ｚ≦３．５を満たすものとすることにより、
安価で、かつ耐久性に優れた工作機械用転がり軸受を提供することができる。
【００１６】
　上記工作機械用転がり軸受において好ましくは、上記βサイアロンは、Ｓｉ６－ＺＡｌ

ＺＯＺＮ８－Ｚの組成式で表され、０．５≦ｚ≦３．０を満たす。
【００１７】
　これにより、振動や衝撃が作用した場合における工作機械用転がり軸受の耐久性を一層
向上させることができる。
【００１８】
　上記工作機械用転がり軸受において好ましくは、上記転動体のヤング率は１８０ＧＰａ
以上２７０ＧＰａ以下である。
【００１９】
　転動体のヤング率が高くなると、転動体を構成する素材（βサイアロン焼結体）の強度
が上昇する傾向にある。しかし、その反面、転動体のヤング率が高くなると、転動体が弾
性変形しにくくなるため、軌道部材との接触面積が小さくなり、接触面圧が高くなる。そ
の結果、軌道部材に損傷が発生し易くなる。一方、転動体のヤング率が低くなると、転動
体が弾性変形しやすくなるため、軌道部材との接触面積が大きくなり、接触面圧が低くな
る。しかし、その反面、転動体のヤング率が低くなると、これに伴って転動体を構成する
素材の強度が低下する傾向にある。そのため、転動体のヤング率は、転動体を構成する素
材の強度と軌道部材との間における接触面圧の低減とのバランスを確保可能な範囲とする
ことが必要である。
【００２０】
　より具体的には、βサイアロン焼結体からなる転動体のヤング率が１８０ＧＰａ未満の
場合、転動体を構成する素材の強度低下の影響が接触面圧の低減の効果を上回り、転動体
の転動疲労寿命が低下する。また、軌道部材との接触面積が増大することに伴い、軌道部
材との間に作用する摩擦力が増加して軸受トルクが上昇し、主軸の回転に対する抵抗が大
きくなる問題も発生する。したがって、βサイアロン焼結体からなる転動体のヤング率は
、１８０ＧＰａ以上であることが好ましく、２２０ＧＰａ以上であることがより好ましい
。
【００２１】
　一方、βサイアロン焼結体からなる転動体のヤング率が２７０ＧＰａを超える効果を上
回り、軌道部材の転走面に圧痕などの損傷が発生しやすくなる。したがって、接触面圧の
増加の影響が転動体を構成する素材の強度上昇の、βサイアロン焼結体からなる転動体の
ヤング率は、２７０ＧＰａ以下であることが好ましく、２６０ＧＰａ以下であることがよ
り好ましい。
【００２２】
　上記工作機械用転がり軸受においては、軌道部材は鋼からなるものとすることができる
。この場合、当該軌道部材の表面硬度はＨＶ６８０以上であることが好ましい。これによ
り、振動や衝撃が作用した場合における軌道部材の損傷を抑制することができる。
【００２３】
　上記工作機械用転がり軸受において好ましくは、上記転動体は、軌道部材と接触する面
である転走面を含む領域に、内部よりも緻密性の高い層である緻密層を有している。
【００２４】
　上述のβサイアロン焼結体からなる転動体においては、その緻密性が転動疲労寿命に大
きく影響する。これに対し、上記構成によれば、転走面を含む領域に内部よりも緻密性の
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高い層である緻密層が形成されていることにより、転動疲労寿命が向上する。その結果、
十分な耐久性を安定して確保することが可能な工作機械用転がり軸受を提供することがで
きる。
【００２５】
　ここで、緻密性の高い層とは、焼結体において空孔率の低い（密度の高い）層であって
、たとえば以下のように調査することができる。まず、βサイアロン焼結体からなる転動
体の表面に垂直な断面において転動体を切断し、当該断面を鏡面ラッピングする。その後
、鏡面ラッピングされた断面を光学顕微鏡の斜光（暗視野）にて、たとえば５０～１００
倍程度で撮影し、３００ＤＰＩ（Ｄｏｔ　Ｐｅｒ　Ｉｎｃｈ）以上の画像として記録する
。このとき、白色の領域として観察される白色領域は、空孔率の高い（密度の低い）領域
に対応する。したがって、白色領域の面積率が低い領域は、当該面積率が高い領域に比べ
て緻密性が高い。そして、記録された画像を、画像処理装置を用いて輝度閾値により２値
化処理した上で白色領域の面積率を測定し、当該面積率により、撮影された領域の緻密性
を知ることができる。
【００２６】
　つまり、上記工作機械用転がり軸受において好ましくは、上記焼結体は、転走面を含む
領域に内部よりも白色領域の面積率の低い層である緻密層が形成されている。なお、上記
撮影は、ランダムに５箇所以上で行ない、上記面積率は、その平均値で評価することが好
ましい。また、上記焼結体の内部における上記白色領域の面積率は、たとえば１５％以上
である。また、βサイアロン焼結体からなる転動体の転動疲労寿命を一層向上させるため
には、上記緻密層は１００μｍ以上の厚みを有していることが好ましい。
【００２７】
　上記工作機械用転がり軸受において好ましくは、緻密層の断面を光学顕微鏡の斜光にて
観察した場合、白色の領域として観察される白色領域の面積率は７％以下である。
【００２８】
　白色領域の面積率が７％以下となる程度に上記緻密層の緻密性を向上させることで、β
サイアロン焼結体からなる転動体の転動疲労寿命がより向上する。したがって、上記構成
により、本発明の工作機械用転がり軸受の耐久性を一層向上させることができる。
【００２９】
　上記工作機械用転がり軸受において好ましくは、緻密層の表面を含む領域には、緻密層
内の他の領域よりもさらに緻密性の高い層である高緻密層が形成されている。
【００３０】
　緻密性のさらに高い高緻密層が緻密層の表面を含む領域に形成されることにより、βサ
イアロン焼結体からなる転動体の転動疲労に対する耐久性がより向上し、工作機械用転が
り軸受の寿命を一層向上させることができる。
【００３１】
　上記工作機械用転がり軸受において好ましくは、高緻密層の断面を光学顕微鏡の斜光に
て観察した場合、白色の領域として観察される白色領域の面積率は３．５％以下である。
【００３２】
　白色領域の面積率が３．５％以下となる程度に上記高緻密層の緻密性を向上させること
で、βサイアロン焼結体からなる転動体の転動疲労寿命がより向上する。したがって、上
記構成により、本発明の工作機械用転がり軸受の耐久性を一層向上させることができる。
【発明の効果】
【００３３】
　以上の説明から明らかなように、本発明の工作機械用転がり軸受によれば、トラブル発
生時における軌道部材の損傷を抑制しつつ、転動体の軽量化および耐焼付性の向上を達成
することが可能な工作機械用転がり軸受を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３４】
　以下、図面に基づいて本発明の実施の形態を説明する。なお、以下の図面において同一



(7) JP 2010-1992 A 2010.1.7

10

20

30

40

50

または相当する部分には同一の参照番号を付し、その説明は繰返さない。
【００３５】
　図１は、本発明の一実施の形態における工作機械用転がり軸受としてのアンギュラ玉軸
受（フロント軸受）および円筒ころ軸受（リア軸受）を備えた工作機械の主軸付近の構成
を示す概略断面図である。図１を参照して、本発明の一実施の形態におけるアンギュラ玉
軸受および円筒ころ軸受を備えた工作機械の構成について説明する。
【００３６】
　図１を参照して、本実施の形態における工作機械９０は、円筒状の形状を有する主軸９
１と、主軸９１の外周面を取り囲むハウジング９２と、外輪１１および外輪２１の外周面
のそれぞれがハウジングの内壁９２Ａに接触するとともに、内輪１２および内輪２２の内
周面のそれぞれが主軸９１の外周面９１Ａに接触するように、主軸９１とハウジング９２
との間に嵌め込まれて配置された工作機械用転がり軸受としてのアンギュラ玉軸受１（フ
ロント軸受）および円筒ころ軸受２（リア軸受）とを備えている。これにより、主軸９１
は、ハウジング９２に対して軸周りに回転自在に支持されている。
【００３７】
　また、主軸９１には、外周面９１Ａの一部を取り囲むようにモータロータ９３Ｂが設置
されており、ハウジング９２の内壁９２Ａには、モータロータ９３Ｂに対向する位置にモ
ータステータ９３Ａが設置されている。このモータステータ９３Ａおよびモータロータ９
３Ｂは、モータ９３（ビルトインモータ）を構成している。これにより、主軸９１は、モ
ータ９３の動力によって、ハウジング９２に対して相対的に回転可能となっている。
【００３８】
　すなわち、アンギュラ玉軸受１および円筒ころ軸受２は、工作機械９０の主軸９１を、
主軸９１に対向するように配置される部材であるハウジング９２に対して回転自在に支持
する工作機械用転がり軸受である。
【００３９】
　次に、工作機械９０の動作について説明する。図１を参照して、モータ９３のモータス
テータ９３Ａに図示しない電源から電力が供給されることにより、モータロータ９３Ｂを
軸回りに回転させる駆動力が発生する。これにより、ハウジング９２に対してアンギュラ
玉軸受１および円筒ころ軸受２により回転自在に支持されている主軸９１は、モータロー
タ９３Ｂとともにハウジング９２に対して相対的に回転する。このように、主軸９１が回
転することにより、主軸９１の先端９１Ｂに取り付けられた図示しない工具が被加工物を
切削、研削等して、被加工物を加工することができる。
【００４０】
　次に、上記アンギュラ玉軸受１について説明する。図２は、本実施の形態における工作
機械用転がり軸受としてのアンギュラ玉軸受の構成を示す概略断面図である。また、図３
は、図２の要部を拡大して示した概略部分断面図である。
【００４１】
　図２および図３を参照して、アンギュラ玉軸受１は、第１軌道部材としての外輪１１と
、第２軌道部材としての内輪１２と、複数の転動体としての玉１３と、保持器１４とを備
えている。外輪１１の内周面には、円環状の第１転走面しての外輪転走面１１Ａが形成さ
れている。内輪１２の外周面には、外輪転走面１１Ａに対向する円環状の第２転走面とし
ての内輪転走面１２Ａが形成されている。また、複数の玉１３には、転動体転走面として
の玉転走面１３Ａ（玉１３の表面）が形成されている。そして、当該玉１３は、外輪転走
面１１Ａおよび内輪転走面１２Ａの各々に玉転走面１３Ａにおいて接触し、円環状の保持
器１４により周方向に所定のピッチで配置されることにより円環状の軌道上に転動自在に
保持されている。これにより、外輪１１と内輪１２とは互いに相対的に回転可能となって
いる。
【００４２】
　ここで、アンギュラ玉軸受１においては、玉１３と外輪１１との接触点と、玉１３と内
輪１２との接触点とを結ぶ直線は、ラジアル方向（アンギュラ玉軸受１の回転軸に垂直な
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方向）に対して角度をなしている。そのため、ラジアル方向の荷重だけでなく、アキシャ
ル方向の荷重をも受けることが可能であるとともに、ラジアル方向の荷重が負荷されると
、アキシャル方向（アンギュラ玉軸受１の回転軸の方向）への分力が生じる。図１を参照
して、本実施の形態の工作機械９０では、前方側（主軸９１の先端９１Ｂ側）に同じ向き
のアンギュラ玉軸受１を２つ配置するとともに、後方側（モータロータ９３Ｂ側）には、
前方側とは逆向きのアンギュラ玉軸受１を２つ配置することにより、当該分力を相殺して
いる。
【００４３】
　そして、本実施の形態における転動体としての玉１３は、Ｓｉ６－ＺＡｌＺＯＺＮ８－

Ｚの組成式で表され、０．１≦ｚ≦３．５を満たすβサイアロンを主成分とし、残部不純
物からなる焼結体から構成され、ヤング率が１８０ＧＰａ以上２７０ＧＰａ以下となって
いる。
【００４４】
　さらに、図３を参照して、玉１３の転走面である玉転走面１３Ａを含む領域には、内部
１３Ｃよりも緻密性の高い層である玉緻密層１３Ｂが形成されている。この玉緻密層１３
Ｂの断面を光学顕微鏡の斜光にて観察した場合、白色の領域として観察される白色領域の
面積率は７％以下である。そのため、本実施の形態おけるアンギュラ玉軸受１は、トラブ
ル発生時における軌道部材の損傷を抑制しつつ、転動体の軽量化および耐焼付性の向上を
達成することが可能な工作機械用転がり軸受となっている。上記不純物は、原料に由来す
るもの、あるいは製造工程において混入するものを含む不可避的不純物を含む。
【００４５】
　さらに、図３を参照して、玉緻密層１３Ｂの表面である玉転走面１３Ａを含む領域には
、玉緻密層１３Ｂ内の他の領域よりもさらに緻密性の高い層である玉高緻密層１３Ｄが形
成されている。玉高緻密層１３Ｄの断面を光学顕微鏡の斜光にて観察した場合、白色の領
域として観察される白色領域の面積率は３．５％以下となっている。これにより、玉１３
の転動疲労に対する耐久性がより向上し、アンギュラ玉軸受１の耐久性が一層向上してい
る。
【００４６】
　なお、上記本実施の形態においては、アンギュラ玉軸受１を構成する玉１３は、βサイ
アロンを主成分とし、残部焼結助剤および不純物からなる焼結体から構成されていてもよ
い。焼結助剤を含むことで、焼結体の気孔率を低下させやすくなり、十分な耐久性を安定
して確保することが可能なアンギュラ玉軸受１を、容易に提供することができる。上記不
純物は、原料に由来するもの、あるいは製造工程において混入するものを含む不可避的不
純物を含む。
【００４７】
　次に、上記円筒ころ軸受２について説明する。図４は、本実施の形態における工作機械
用転がり軸受としての円筒ころ軸受の構成を示す概略断面図である。また、図５は、図４
の要部を拡大して示した概略部分断面図である。
【００４８】
　図４および図５を参照して、円筒ころ軸受２は、基本的には上述のアンギュラ玉軸受１
と同様の構成を備えており、同様の効果を有している。しかし、円筒ころ軸受２は、軌道
輪および転動体の構成において、アンギュラ玉軸受１とは異なっている。
【００４９】
　すなわち、円筒ころ軸受２は、第１軌道部材としての外輪２１と、第２軌道部材として
の内輪２２と、複数の転動体としての円筒ころ２３と、保持器２４とを備えている。外輪
２１の内周面には、円環状の第１転走面しての外輪転走面２１Ａが形成されている。内輪
２２の外周面には、外輪転走面２１Ａに対向する円環状の第２転走面としての内輪転走面
２２Ａが形成されている。また、複数の円筒ころ２３には、転動体転走面としてのころ転
走面２３Ａ（円筒ころ２３の外周面）が形成されている。そして、当該円筒ころ２３は、
外輪転走面２１Ａおよび内輪転走面２２Ａの各々にころ転走面２３Ａにおいて接触し、円
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環状の保持器２４により周方向に所定のピッチで配置されることにより円環状の軌道上に
転動自在に保持されている。これにより、外輪２１と内輪２２とは互いに相対的に回転可
能となっている。
【００５０】
　さらに、図２～図５を参照して、円筒ころ軸受２を構成する円筒ころ２３は、上述の玉
１３に相当し、内部１３Ｃ、玉緻密層１３Ｂおよび玉高緻密層１３Ｄと同様の構成を有す
る内部２３Ｃ、ころ緻密層２３Ｂおよびころ高緻密層２３Ｄを有している。そのため、本
実施の形態おける円筒ころ軸受２は、トラブル発生時における軌道部材の損傷を抑制しつ
つ、転動体の軽量化および耐焼付性の向上を達成することが可能な工作機械用転がり軸受
となっている。
【００５１】
　次に、本実施の形態における工作機械用転がり軸受の製造方法について説明する。図６
は、本発明の一実施の形態における工作機械用転がり軸受の製造方法の概略を示す図であ
る。また、図７は、本発明の一実施の形態におけるβサイアロン焼結体からなる転動体の
製造方法の概略を示す図である。
【００５２】
　図６を参照して、本実施の形態における工作機械用転がり軸受の製造方法においては、
まず、軌道部材を製造する軌道部材製造工程と、転動体を製造する転動体製造工程とが実
施される。具体的には、軌道部材製造工程では、外輪１１，２１、内輪１２，２２などが
製造される。一方、転動体製造工程では、玉１３、円筒ころ２３などが製造される。
【００５３】
　そして、軌道部材製造工程において製造された軌道部材と、転動体製造工程において製
造された転動体とを組み合わせることにより、工作機械用転がり軸受を組立てる組立工程
が実施される。具体的には、たとえば外輪１１および内輪１２と、玉１３とを組み合わせ
ることにより、アンギュラ玉軸受１が組立てられる。そして、転動体製造工程は、たとえ
ば以下のβサイアロン焼結体からなる転動体の製造方法を用いて実施される。
【００５４】
　図７を参照して、本実施の形態におけるβサイアロン焼結体からなる転動体の製造方法
においては、まず、βサイアロンの粉末を準備するβサイアロン粉末準備工程が実施され
る。βサイアロン粉末準備工程においては、たとえば燃焼合成法を採用した製造工程によ
り、安価にβサイアロンの粉末を製造することができる。
【００５５】
　次に、βサイアロン粉末準備工程において準備されたβサイアロンの粉末に、焼結助剤
を添加して混合する混合工程が実施される。この混合工程は、焼結助剤を添加しない場合
、省略することができる。
【００５６】
　次に、図７を参照して、上記βサイアロンの粉末またはβサイアロンの粉末と焼結助剤
との混合物を、転動体の概略形状に成形する成形工程が実施される。具体的には、上記β
サイアロンの粉末またはβサイアロンの粉末と焼結助剤との混合物に、プレス成形、鋳込
み成形、押し出し成形、転動造粒などの成形手法を適用することにより、玉１３、円筒こ
ろ２３などの概略形状に成形された成形体が作製される。
【００５７】
　次に、上記成形体の表面が加工されることにより、当該成形体が焼結後に所望の転動体
の形状により近い形状になるよう成形される焼結前加工工程が実施される。具体的には、
グリーン体加工などの加工手法を適用することにより、上記成形体が焼結後に玉１３、円
筒ころ２３などの形状により近い形状になるように加工される。この焼結前加工工程は、
成形工程において上記成形体が成形された段階で、焼結後に所望の転動体の形状に近い形
状が得られる状態である場合には省略することができる。
【００５８】
　次に、図７を参照して、上記成形体が焼結される焼結工程が実施される。具体的には、
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上記成形体が、たとえば１ＭＰａ以下の圧力下でヒータ加熱、マイクロ波やミリ波による
電磁波加熱などの加熱方法により加熱されて焼結されることにより、玉１３、円筒ころ２
３などの概略形状を有する焼結体が作製される。焼結は、不活性ガス雰囲気中または窒素
と酸素との混合ガス雰囲気中において、１５５０℃以上１８００℃以下の温度域に上記成
形体が加熱されることにより実施される。不活性ガスとしては、ヘリウム、ネオン、アル
ゴン、窒素などが採用可能であるが、製造コスト低減の観点から、窒素が採用されること
が好ましい。
【００５９】
　次に、焼結工程において作製された焼結体の表面が加工され、当該表面を含む領域が除
去される仕上げ加工が実施されることにより、転動体を完成させる仕上げ工程が実施され
る。具体的には、焼結工程において作製された焼結体の表面を研磨することにより、転動
体としての玉１３、円筒ころ２３などを完成させる。以上の工程により、本実施の形態に
おけるβサイアロン焼結体からなる転動体は完成する。
【００６０】
　ここで、上記焼結工程における焼結により、焼結体の表面から厚み５００μｍ程度の領
域には、内部よりも緻密性が高く、断面を光学顕微鏡の斜光にて観察した場合、白色の領
域として観察される白色領域の面積率が７％以下である緻密層が形成される。さらに、焼
結体の表面から厚み１５０μｍ程度の領域には、緻密層内の他の領域よりもさらに緻密性
が高く、断面を光学顕微鏡の斜光にて観察した場合、白色の領域として観察される白色領
域の面積率が３．５％以下である高緻密層が形成される。したがって、仕上げ工程におい
ては、除去される焼結体の厚みは、特に転走面となるべき領域において１５０μｍ以下と
することが好ましい。これにより、玉転走面１３Ａやころ転走面２３Ａを含む領域に、高
緻密層を残存させ、玉１３および円筒ころ２３の転動疲労寿命を向上させることができる
。
【００６１】
　なお、上記焼結工程は、βサイアロンの分解を抑制するため、０．０１ＭＰａ以上の圧
力下で行なうことが好ましく、低コスト化を考慮すると大気圧以上の圧力下で行なうこと
がより好ましい。また、製造コストを抑制しつつ緻密層を形成するためには、焼結工程は
１ＭＰａ以下の圧力下で行なうことが好ましい。また、βサイアロン焼結体からなる転動
体のヤング率を１８０ＧＰａ以上２７０ＧＰａ以下の所望の値に調整するためには、たと
えばβサイアロン粉末準備工程において準備されるβサイアロン粉末のｚ値を、０．１≦
ｚ≦３．５の範囲で調節すればよい。より具体的には、ｚ値を増加させることにより、β
サイアロン焼結体のヤング率を低下させることができる。
【００６２】
　また、上記実施の形態における外輪１１，２１および内輪１２，２２の素材としては、
たとえばＪＩＳ規格ＳＵＪ２などの高炭素クロム軸受鋼、ＳＣＭ４２０などの機械構造用
合金鋼、Ｓ５３Ｃなどの機械構造用炭素鋼などの鋼を採用することができる。
【００６３】
　上記実施の形態においては、本発明の工作機械用転がり軸受であるアンギュラ玉軸受を
フロント軸受として採用し、円筒ころ軸受をリア軸受として採用する場合について説明し
たが、採用される軸受の形式はこれに限られず、たとえばフロント軸受として円筒ころ軸
受を採用してもよい。また、本発明の工作機械用転がり軸受においては、内輪および外輪
の軸方向両端部を閉じるシール部材を配置し、当該シール部材と内輪および外輪とで閉じ
られた空間内にウレア系増ちょう剤グリースを封入してもよい。これにより、本発明の工
作機械用転がり軸受の耐久性を一層向上させることができる。さらに、上記実施の形態に
おいては、本発明の工作機械用転がり軸受の軌道部材として、外輪および内輪が採用され
る場合について説明したが、軌道部材は、転動体が表面を転走するように使用される軸、
ハウジングなどの部材であってもよい。すなわち、軌道部材は、転動体が転走するための
転走面が形成された部材であればよい。
【実施例１】
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【００６４】
　以下、本発明の実施例１について説明する。種々のｚ値を有するβサイアロン焼結体か
らなる転動体を有する転がり軸受を作製し、ｚ値と転動疲労寿命（耐久性）との関係を調
査する試験を行なった。試験の手順は以下のとおりである。
【００６５】
　まず、試験の対象となる試験軸受の作製方法について説明する。はじめに、燃焼合成法
でｚ値を０．１～４の範囲で作製したβサイアロンの粉末を準備し、上記実施の形態にお
いて図７に基づいて説明した転動体の製造方法と基本的に同様の方法で、ｚ値が０．１～
４である転動体を作製した。具体的な作製方法は以下のとおりである。まず、サブミクロ
ンに微細化されたβサイアロン粉末と、焼結助剤としての酸化アルミニウム（住友化学株
式会社製、ＡＫＰ３０）および酸化イットリウム（Ｈ．Ｃ．Ｓｔａｒｃｋ社製、Ｙｔｔｒ
ｉｕｍｏｘｉｄｅ　ｇｒａｄｅ　Ｃ）とをボールミルを用いて湿式混合により混合した。
その後、スプレードライヤーにて造粒を実施し、造粒粉を製造した。当該造粒粉を金型で
球体に成形し、さらに冷間静水圧成形（ＣＩＰ）で加圧を行ない、球状の成形体を得た。
【００６６】
　引き続き当該成形体に対して１次焼結として常圧焼結を行なった後、圧力２００ＭＰａ
の窒素雰囲気中でＨＩＰ（Ｈｏｔ　Ｉｓｏｓｔａｔｉｃ　Ｐｒｅｓｓ；熱間静水圧焼結）
処理することで、焼結球体を製造した。次に、当該焼結球体にラッピング加工を行ない、
３／８インチセラミック球（ＪＩＳ等級　Ｇ５）とした。そして、別途準備した軸受鋼（
ＪＩＳ規格ＳＵＪ２）製の軌道輪と組み合わせて、ＪＩＳ規格６２０６型番の軸受を作製
した（実施例Ａ～Ｊ）。また、比較のため、窒化珪素からなる転動体、すなわちｚ値が０
である転動体も上記βサイアロンからなる転動体と同様の方法で作製し、同様に軸受に組
立てた（比較例Ａ）。
【００６７】
　次に、試験条件について説明する。上述のように作製されたＪＩＳ規格６２０６型番の
軸受に対し、最大接触面圧Ｐｍａｘ：３．２ＧＰａ、軸受回転数：２０００ｒｐｍ、潤滑
：タービン油ＶＧ６８(清浄油)の循環給油、試験温度：室温、の条件の下で運転する疲労
試験を行なった。そして、振動検出装置により運転中の軸受の振動を監視し、転動体に破
損が発生して軸受の振動が所定値を超えた時点で試験を中止するとともに、運転開始から
中止までの時間を当該軸受の寿命として記録した。また、試験中止後、軸受を分解して転
動体の破損状態を確認した。
【００６８】
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【表１】

【００６９】
　表１に本実施例の試験結果を示す。表１においては、各実施例および比較例における寿
命が、比較例Ａ（窒化珪素）における寿命を１とした寿命比で表されている。また、破損
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形態は、転動体の表面に剥離が発生した場合「剥離」、剥離が発生することなく表面が摩
耗して試験が中止された場合「摩耗」と記載されている。
【００７０】
　表１を参照して、ｚ値が０．１以上３．５以下となっている本発明の実施例Ａ～Ｈでは
、窒化珪素（比較例Ａ）と比較して遜色ない寿命を有している。また、破損形態も窒化珪
素の場合と同様に「剥離」となっている。これに対し、ｚ値が３．５を超える実施例Ｉで
は、寿命が低下するとともに、転動体に摩耗が観察される。すなわち、ｚ値が３．８であ
る実施例Ｉでは、最終的には転動体に剥離が発生しているものの、転動体における摩耗が
影響し、寿命が低下したものと考えられる。さらに、ｚ値が４である実施例Ｊにおいては
、短時間に転動体の摩耗が進行し、転がり軸受の耐久性がさらに低下している。
【００７１】
　以上のように、ｚ値が０．１以上３．５以下の範囲においては、βサイアロン焼結体か
らなる転動体を備えた転がり軸受の耐久性は、窒化珪素の焼結体からなる転動体を備えた
転がり軸受とほぼ同等である。これに対し、ｚ値が３．５を超えると転動体が摩耗しやす
くなり、これに起因して転動疲労寿命が低下する。さらに、ｚ値が大きくなると、βサイ
アロンからなる転動体の破損原因が「剥離」から「摩耗」に変化し、転動疲労寿命が一層
低下することが明らかとなった。このように、ｚ値を０．１以上３．５以下とすることに
より、安価で、かつ耐久性に優れたβサイアロン焼結体からなる転動体が得られることが
確認された。
【００７２】
　なお、表１を参照して、ｚ値が３を超える３．５の実施例Ｈにおいては、転動体には僅
かな摩耗が発生しており、寿命も実施例Ａ～Ｇに比べて低下している。このことから、十
分な耐久性をより安定して確保するためには、ｚ値は３以下とすることが望ましいといえ
る。
【００７３】
　また、上記実験結果より、窒化珪素からなる転動体と同等以上の耐久性（寿命）を得る
には、ｚ値は２以下とすることが好ましく、１．５以下とすることが、より好ましい。一
方、燃焼合成を採用した製造工程によるβサイアロン粉体の作製の容易性を考慮すると、
十分に自己発熱による反応が期待できる０．５以上のｚ値を採用することが好ましい。
【実施例２】
【００７４】
　以下、本発明の実施例２について説明する。種々のｚ値を有するβサイアロン焼結体か
らなる転動体を有する転がり軸受を作製し、当該転がり軸受に対して衝撃が作用する環境
下におけるｚ値と転動疲労寿命との関係を調査する試験を行なった。試験の手順は以下の
とおりである。
【００７５】
　まず、試験の対象となる試験軸受の作製方法について説明する。はじめに、燃焼合成法
でｚ値を０．１～３．５の範囲で作製したβサイアロンの粉末を準備し、上記実施例１と
同様の方法で、ｚ値が０．１～３．５である転動体を作製した。そして、別途準備した様
々な鋼材を素材として製作した軌道輪と組み合わせて、ＪＩＳ規格６２０６型番の軸受を
作製した（実施例Ａ～Ｊ）。軌道輪を構成する鋼としては、ＪＩＳ規格ＳＵＪ２、ＳＣＭ
４２０、ＳＣｒ４２０、Ｓ５３Ｃ、Ｓ４５Ｃ、Ｓ４０ＣおよびＡＩＳＩ規格Ｍ５０を採用
した。また、比較のため、窒化珪素からなる転動体、すなわちｚ値が０である転動体も上
記βサイアロンからなる転動体と同様の方法で作製し、同様に軸受に組立てた（比較例Ａ
）。
【００７６】
　次に、試験条件について説明する。上述のように作製されたＪＩＳ規格６２０６型番の
軸受に対し、最大接触面圧Ｐｍａｘ：２．５ＧＰａ、軸受回転数：５００ｒｐｍ、潤滑：
タービン油ＶＧ６８循環給油、加振条件：２５００Ｎ（５０Ｈｚ）、試験温度：室温の条
件の下で運転する加振衝撃疲労試験を行なった。そして、振動検出装置により運転中の軸
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受の振動を監視し、軸受に破損が発生して軸受の振動が所定値を超えた時点で試験を中止
するとともに、運転開始から中止までの時間を当該軸受の寿命として記録した。また、試
験中止後、軸受を分解して軸受の破損状態を確認した。
【００７７】
【表２】
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【００７８】
　表２に本実施例の試験結果を示す。表２においては、各欄内の上段に各実施例および比
較例における寿命が、軌道輪の材質をＳＵＪ２とした場合の比較例Ａ（窒化珪素）の寿命
を１とした寿命比で表されている。また、各欄内の下段には、軸受の破損部位（軌道輪ま
たは玉）が記載されている。
【００７９】
　表２を参照して、ｚ値が０．５以上３．０以下となっている本発明の実施例Ｃ～Ｈは、
窒化珪素（比較例Ａ）と比較して明確に長寿命となっている。ここで、表２に示すように
、破損部位は窒化珪素の場合と同様に軌道部材（軌道輪）となっており、破損形態は剥離
であった。これに対し、ｚ値が３．０を超える実施例ＩおよびＪでは、寿命が低下すると
ともに、転動体（玉）の破損（剥離）が先行する。すなわち、ｚ値が３．２５である実施
例Ｉでは、衝撃の影響によりβサイアロン焼結体からなる軸受部品（玉）に損傷が生じ、
寿命が低下したものと考えられる。さらに、ｚ値が３．５である実施例Ｊおいては、さら
に短時間に転動体の剥離が生じ、転がり軸受の耐久性が一層低下している。
【００８０】
　一方、ｚ値が０．５より小さい実施例ＡおよびＢでは、寿命が比較例Ａとほぼ同じ程度
にまで低下するとともに、軌道部材の破損（剥離）が先行する。すなわち、ｚ値が０．２
５である実施例Ｂでは、ｚ値が０（窒化珪素）である比較例Ａとの物性の差が小さくなる
。そのため、βサイアロン焼結体からなる玉と、当該玉に相対する軌道部材との衝突によ
って、一方的に軌道部材側に損傷が生じ、窒化珪素焼結体からなる玉を採用した比較例Ａ
並みにまで寿命が低下したものと考えられる。
【００８１】
　さらに、表２を参照して、ｚ値が０．５以上３．０以下となっている場合であっても、
相対する軌道輪の硬度（表面硬度）がＨＶ６８０未満である場合、軌道輪の硬度がＨＶ６
８０以上の場合に比べて寿命が低下する傾向にある。これは、軌道輪の硬度が低い場合、
βサイアロン焼結体からなる玉と、当該玉に相対する軌道部材との衝突によって、軌道部
材側に損傷が生じ易くなるためであると考えられる。
【００８２】
　以上のように、ｚ値が３．０を超えるとβサイアロン焼結体からなる軸受部品自身が破
損し易くなる一方、ｚ値が０．５未満では、相手部材との間の接触面圧が増加し、相手部
材に損傷が発生しやすくなる。そして、ｚ値を０．５以上３．０以下とすることにより、
転動体を構成する素材の強度と、軌道部材との間の接触面圧の低減とのバランスが確保さ
れる。その結果、軸受に対して衝撃が作用する環境下において、βサイアロン焼結体から
なる転動体を含む転がり軸受の寿命が向上することが確認された。特に、軌道部材が鋼か
らなる場合、軌道部材の物性と転動体の物性とがほどよく調和して、衝撃、振動等による
損傷の発生を抑制することができる。このように、転動体を構成するβサイアロンのｚ値
を０．５以上３．０以下とすることにより、トラブル等により衝撃的な負荷が作用するお
それのある工作機械用転がり軸受の耐久性を向上させることができることが確認された。
【００８３】
　また、軌道部材が鋼からなる場合、当該軌道部材の損傷を抑制するため、軌道部材の表
面硬度はＨＶ６８０以上とすることが好ましいことが確認された。
【実施例３】
【００８４】
　以下、本発明の実施例３について説明する。本発明の工作機械用転がり軸受を構成する
βサイアロンからなる転動体の緻密層および高緻密層の形成状態を調査する試験を行なっ
た。試験の手順は以下のとおりである。
【００８５】
　はじめに、燃焼合成法で作製した組成がＳｉ５ＡｌＯＮ７であるβサイアロンの粉末（
株式会社イスマンジェイ製、商品名メラミックス）を準備し、上記実施の形態において図
７に基づいて説明した転動体の製造方法と同様の方法で、一辺が約１０ｍｍの立方体試験
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片を作製した。具体的な製造方法は次のとおりである。まず、サブミクロンに微細化され
たβサイアロン粉末と、焼結助剤としての酸化アルミニウム（住友化学株式会社製、ＡＫ
Ｐ３０）および酸化イットリウム（Ｈ．Ｃ．Ｓｔａｒｃｋ社製、Ｙｔｔｒｉｕｍｏｘｉｄ
ｅ　ｇｒａｄｅ　Ｃ）とをボールミルを用いて湿式混合により混合した。その後、スプレ
ードライヤーにて造粒を実施し、造粒粉を製造した。当該造粒粉を金型で所定の形状に成
形し、さらに冷間静水圧成形（ＣＩＰ）で加圧を行ない、成形体を得た。引き続き当該成
形体を圧力０．４ＭＰａの窒素雰囲気中で１６５０℃に加熱して焼結することで（常圧焼
結）、上記立方体試験片を製造した。
【００８６】
　その後、当該試験片を切断し、切断された面をダイヤモンドラップ盤でラッピングした
後、酸化クロムラップ盤による鏡面ラッピングを実施することにより、立方体の中心を含
む観察用の断面を形成した。そして、当該断面を光学顕微鏡（株式会社ニコン製、マイク
ロフォト－ＦＸＡ）の斜光で観察し、倍率５０倍のインスタント写真（フジフイルム株式
会社製　ＦＰ－１００Ｂ）を撮影した。その後、得られた写真の画像を、スキャナーを用
いて（解像度３００ＤＰＩ）パーソナルコンピューターに取り込んだ。そして、画像処理
ソフト（三谷商事株式会社製　ＷｉｎＲＯＯＦ）を用いて輝度閾値による２値化処理を行
なって（本実施例での２値化分離閾値：１４０）、白色領域の面積率を測定した。
【００８７】
　次に、試験結果について説明する。図８は、試験片の上記観察用の断面を光学顕微鏡の
斜光で撮影した写真である。また、図９は、図８の写真の画像を、画像処理ソフトを用い
て輝度閾値により２値化処理した状態を示す一例である。また、図１０は、図８の写真の
画像を、画像処理ソフトを用いて輝度閾値により２値化処理して白色領域の面積率を測定
する際に、画像処理を行なう領域（評価領域）を示す図である。図８において、写真上側
が試験片の表面側であり、上端が表面である。
【００８８】
　図８および図９を参照して、上記実施の形態と同様の製造方法により作製された本実施
例における試験片は、表面を含む領域に内部よりも白色領域の少ない層が形成されている
ことがわかる。そして、図１０に示すように、撮影された写真の画像を試験片の最表面か
らの距離に応じて３つの領域（最表面からの距離が１５０μｍ以内の領域、１５０μｍを
超え５００μｍ以内の領域、５００μｍを超え８００μｍ以内の領域）に分け、領域毎に
画像解析を行なって白色領域の面積率を算出したところ、表３に示す結果が得られた。表
３においては、図１０に示した各領域を１視野として、無作為に撮影された５枚の写真か
ら得られる５視野における白色領域の面積率の、平均値と最大値とが示されている。
【００８９】
【表３】

【００９０】
　表３を参照して、本実施例における白色領域の面積率は、内部において１８．５％であ
ったのに対し、表面からの深さが５００μｍ以下である領域においては３．７％、表面か
らの深さが１５０μｍ以下の領域においては１．２％となっていた。このことから、上記
実施の形態と同様の上記製造方法により作製された本実施例における試験片においては、
表面を含む領域に内部よりも白色領域の少ない緻密層および高緻密層が形成されているこ
とが確認された。
【実施例４】
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【００９１】
　以下、本発明の実施例４について説明する。本発明の工作機械用転がり軸受を構成する
βサイアロン焼結体からなる転動体の転動疲労寿命を確認する試験を行なった。試験の手
順は以下のとおりである。
【００９２】
　まず、試験の対象となる試験軸受の作製方法について説明する。はじめに、燃焼合成法
で作製した組成がＳｉ５ＡｌＯＮ７であるβサイアロンの粉末（株式会社イスマンジェイ
製、商品名メラミックス）を準備し、上記実施の形態において図７に基づいて説明した転
動体の製造方法と同様の方法で直径９．５２５ｍｍの３／８インチセラミック球を作製し
た。具体的な製造方法は次のとおりである。まず、サブミクロンに微細化されたβサイア
ロン粉末と、焼結助剤としての酸化アルミニウム（住友化学株式会社製、ＡＫＰ３０）お
よび酸化イットリウム（Ｈ．Ｃ．Ｓｔａｒｃｋ社製、Ｙｔｔｒｉｕｍｏｘｉｄｅ　ｇｒａ
ｄｅ　Ｃ）とをボールミルを用いて湿式混合により混合した。その後、スプレードライヤ
ーにて造粒を実施し、造粒粉を製造した。当該造粒粉を金型で球体に成形し、さらに冷間
静水圧成形（ＣＩＰ）で加圧を行ない球状の成形体を得た。
【００９３】
　次に、当該成形体に対して焼結後の加工代が所定の寸法となるようにグリーン体加工を
行ない、引き続き当該成形体を圧力０．４ＭＰａの窒素雰囲気中で１６５０℃に加熱して
焼結することで、焼結球体を製造した。次に、当該焼結球体にラッピング加工を行ない、
３／８インチセラミック球（転動体；ＪＩＳ等級　Ｇ５）とした。そして、別途準備した
軸受鋼（ＪＩＳ規格ＳＵＪ２）製の軌道輪と組み合わせて、ＪＩＳ規格６２０６型番の軸
受を作製した。ここで、上記焼結球体に対するラッピング加工により除去される焼結球体
の厚み（加工代）を８段階に変化させ、８種類の軸受を作製した（実施例Ａ～Ｈ）。一方
、比較のため、窒化珪素および焼結助剤からなる原料粉末を用いて加圧焼結法により焼結
した焼結球体（日本特殊陶業株式会社製　ＥＣ１４１）に対して、上述と同様にラッピン
グ加工を行ない、別途準備した軸受鋼（ＪＩＳ規格ＳＵＪ２）製の軌道輪と組み合わせて
、ＪＩＳ規格６２０６型番の軸受を作製した（比較例Ａ）。ラッピング加工による加工代
は０．２５ｍｍとした。
【００９４】
　次に、試験条件について説明する。上述のように作製されたＪＩＳ規格６２０６型番の
軸受に対し、最大接触面圧Ｐｍａｘ：３．２ＧＰａ、軸受回転数：２０００ｒｐｍ、潤滑
：タービン油ＶＧ６８(清浄油)の循環給油、試験温度：室温、の条件の下で運転する疲労
試験を行なった。そして、振動検出装置により運転中の軸受の振動を監視し、転動体に破
損が発生して軸受の振動が所定値を超えた時点で試験を中止するとともに、運転開始から
中止までの時間を当該軸受の寿命として記録した。なお、試験数は実施例、比較例ともに
１５個ずつとし、そのＬ１０寿命を算出した上で、比較例Ａに対する寿命比で耐久性を評
価した。
【００９５】
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【表４】

【００９６】
　表４に本実施例の試験結果を示す。表４を参照して、実施例の軸受の寿命は、その製造
コスト等を考慮するといずれも良好であるといえる。そして、加工代を０．５ｍｍ以下と
することにより転動体の表面に緻密層を残存させた実施例Ｄ～Ｇの軸受の寿命は、比較例
Ａの寿命の１．５～２倍程度となっていた。さらに、加工代を０．１５ｍｍ以下とするこ
とにより転動体の表面に高緻密層を残存させた実施例Ａ～Ｃの軸受の寿命は、比較例Ａの
寿命の３倍程度となっていた。このことから、本発明の工作機械用転がり軸受は、耐久性
において優れていることが確認された。そして、工作機械用転がり軸受は、βサイアロン
焼結体からなる転動体の加工代を０．５ｍｍ以下として、表面に緻密層を残存させること
により寿命が向上し、加工代を０．１５ｍｍ以下として、表面に高緻密層を残存させるこ
とにより寿命がさらに向上することが分かった。
【００９７】
　今回開示された実施の形態および実施例はすべての点で例示であって、制限的なもので
はないと考えられるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲
によって示され、特許請求の範囲と均等の意味、および範囲内でのすべての変更が含まれ
ることが意図される。
【産業上の利用可能性】
【００９８】
　本発明の工作機械用転がり軸受は、転動体の軽量化および耐焼付性の向上などが求めら
れる工作機械用転がり軸受に、特に有利に適用され得る。
【図面の簡単な説明】
【００９９】
【図１】本発明の一実施の形態における工作機械用転がり軸受を備えた工作機械の主軸付
近の構成を示す概略断面図である。
【図２】アンギュラ玉軸受の構成を示す概略断面図である。
【図３】図２の要部を拡大して示した概略部分断面図である。
【図４】円筒ころ軸受の構成を示す概略断面図である。
【図５】図４の要部を拡大して示した概略部分断面図である。
【図６】本発明の一実施の形態における工作機械用転がり軸受の製造方法の概略を示す図
である。
【図７】本発明の一実施の形態におけるβサイアロン焼結体からなる転動体の製造方法の
概略を示す図である。
【図８】試験片の観察用の断面を光学顕微鏡の斜光で撮影した写真である。
【図９】図８の写真の画像を、画像処理ソフトを用いて輝度閾値により２値化処理した状
態を示す一例である。
【図１０】画像処理を行なう領域（評価領域）を示す図である。
【符号の説明】
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【０１００】
　１　アンギュラ玉軸受、２　円筒ころ軸受、１１，２１　外輪、１１Ａ，２１Ａ　外輪
転走面、１２，２２　内輪、１２Ａ，２２Ａ　内輪転走面、１３　玉、１３Ａ　玉転走面
、１３Ｂ　玉緻密層、１３Ｃ，２３Ｃ　内部、１３Ｄ　玉高緻密層、１４，２４　保持器
、２３　円筒ころ、２３Ａ　ころ転走面、２３Ｂ　ころ緻密層、２３Ｄ　ころ高緻密層、
９０　工作機械、９１　主軸、９１Ａ　外周面、９１Ｂ　先端、９２　ハウジング、９２
Ａ　内壁、９３　モータ、９３Ａ　モータステータ、９３Ｂ　モータロータ。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】

【図６】

【図７】
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【図８】
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【図９】
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【図１０】
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